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５月１日、奨学金の会は東京都渋谷区・代々

木公園で開催された第９６回メーデー会場前で、

署名宣伝行動を行いました。

高等教育無償化の選挙公約はどこに

宣伝行動では全日本教職員組合大島書記次長

が「昨年の総選挙では、すべての主要政党が高

等教育無償化を公約に掲げたが、現実には大学

の授業料は上がり続けている。昨年度から大学

院生に対して「授業料後払い制度」が導入され

たが、新たな学生ローンであり、若者を借金漬

けにする社会に未来はない。国際基準の給付奨

学金、無償教育を実現させよう」と訴えました。

奨学金返還免除を拡大して

署名に協力した若者は「自分も奨学金を返還

中だが負担に感じている。アメリカのように返

還免除になるとうれしい」と語りました。子ど

もが大学生という

女性は「学費が４

月からまた上がっ

た。買い物を控え

て学費に廻してい

る」と訴えました。
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施行５年で法律の目的が変わる！
２０２５年４月１日、「大学等における

修学の支援に関する法律（以下「修学支援

法」）」の一部を改正する法律が施行され

ました。

「３人以上の子どもがいる多子世帯の大学

授業料を無償化する減免制度の創設」など

が改正の目玉とされていますが、大きく変

わったのは第１章総則の第１条（目的）で

す。

「高等教育無償化」の
制度だったのに！

そもそも修学支援法は２０１９年秋に行

なわれた消費税増税の理由の１つに「高等

教育無償化」が掲げられたため、消費増税

分のうち、７６００億円を財源に充てるこ

とで低所得世帯を対象に、高等教育の無償

化を図るために２０２０年４月に施行され

ました。

そのことから第１条（目的）には、法律名に

あるとおり「大学等における修学の支援」が明

記されていました。

ところが今回の法改正により、その文言はな

くなり、「家庭における負担の軽減」「子育て

に希望を持つことができる社会の実現」が目的

とされました。基本的人権である教育を受ける

権利を保障する事業ではなく、「子育て支援」

事業に変えられたことになります。

複雑化する修学支援制度
進学困難な学生を支援する制度は、シンプル

でわかりやすい仕組みであることが必要ですが、
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文科省HP「大学等における修学の支援に関する法律の一部を改正する法律」より抜粋

支援の対象も真に支援が必要な低所得者世帯の「学生」から
多子世帯及び経済的理由から教育費負担が困難な「家庭」に



２４年度から多子世帯や理工農

系の中間層に対象を拡大し、２

５年度からさらに多子世帯につ

いて授業料等を無償とする制度

が加わりました。給付奨学金と

授業料減免の支給区分も４分割

され、さらにそれぞれの受給条

件が違うなど複雑化しています。

兄弟姉妹の数や順番で教育機

会の差をつけることは、平等で

あるべき教育を受ける権利を侵

害することになります。

修学支援制度は、誰もが希望

すれば「学ぶ権利」として受給

できる制度に転換するべきです。

奨学金の会が「改善」を要請

一定以上の定員割れが続く大学などを修学支

援新制度の対象校から除外する措置について、

文科省は２５年度から、同一道府県内に看護師

養成など同じ分野の進学先がない場合は、対象

校の取り消しを猶予するよう「確認大学」の要

件を緩和します。

奨学金の会は、２０２４年１２月４日に行っ

た文科省要請の中でこの問題を取り上げていま

した。

「厳格化」で支援対象外校が急増

大学等修学支援法の施行規則は、要件を満た

す大学・短大、専門学校などに通う学生を対象

とするとしています。政府は２０２４年度にこ

の要件を厳格化し、大学・短大については、

「直近３年度のいずれも学生数が収容定員の8割

以上」を満たさないと原則として対象校から除

外されることになりました。

この厳格化により、それまで年に数校程度で

あった対象外校が、２４年度は全国で１３大学

３１短大が対象校を取り消されました。

そのうち、少なくとも大学１校、短大１２校

が学生募集の停止を決めました。

学生支援制度を大学淘汰に利用するな

経済的に困窮する受験生は、支援制度から外

された学校を進学先として選択できなくなりま

す。その結果、定員割れがさらに進み、募集停

止につながったケースもあります。

「青森県で看護師要請の専門学校がなくなっ

た」など、地方の高等教育機関は深刻な状況に

陥っています。これは政府が「大学改革」にお

いて少子化に対応した大学淘汰政策を学生支援

制度に持ち込んだために起きた失策です。

政府は要件緩和とともに、基盤的経費の支援

拡大など、教育予算の拡充に転換すべきです。
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複雑化する修学支援新制度
JASSOHP「修学支援新制度【大学生等対象】リーフレット」より抜粋

朝日新聞 2025年3月4日より転載



奨学金の
返済苦

総数 5,092 23

男 4,459 19

女 633 4

総数 5,181 6

男 4,508 6

女 673 0

2024年中の自殺の状況

※2024年の自殺者数は20,320人

経済・生活問題 計

2024年

2023年

奨学金の返済苦による自殺者２３名

２０２５年３月２８日 厚生労働省自殺対策

推進室と警察庁生活安全局生活安全企画かは、

２０２４年中の自殺の状況を発表しました。

自殺者数２０，３２０人中、経済的理由が５，

０９２件。そのうち「奨学金の返済苦」は２３

人で前年の６人から１７人増えました。

警察庁が自殺者の理由項目に「奨学金の返済

苦」を加えたのは２０２２年からです。２２年

１０名、２３年６名、２４年２３名と、この３

年で最も増えています。異常な物価高騰により

経済的困難な状況が拡がるなかで、返還猶予や

免除免除制度の拡充が求められています。
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